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- いろいろな分野で進む地理空間情報の活用 -



本日の内容

１．地理空間情報の利活用を促進するための最新の取組

国土地理院が実施している、主に国・地方公共団体におけ
る地理空間情報の利活用を促進するための取組等につい
て紹介します。
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２．国・地方公共団体における地理空間情報（電子国土
基本図）の利活用の事例

全国各地の国・地方公共団体において、地理空間情報（電
子国土基本図）の活用が進んでいます。

ここでは、防災、土木、交通、環境、教育、その他の分野の
１７件の最新事例を紹介します。



１．地理空間情報の利活用を促進するための最新の取組

・地理空間情報の活用のための政府の取組
・基本計画における基本的方針と国土地理院の取組
・「フレッシュマップ2012」地理空間情報の整備・活用推進

の行動計画
・国・地方公共団体との協力関係の構築
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・国・地方公共団体との協力関係の構築
・地理院地図
・地理院マップシート



東日本大震災か
らの復興、災害
に強く持続可能
な国土づくりへ
の貢献

社会的ニーズに応じた持続的な地理空
間情報の整備と新たな活用への対応

実用準天頂衛
星システムの
整備、利活用
及び海外展開

方針１ 方針２ 方針４

地理空間情報の活用のための政府の取組

平成19年５月 地理空間情報活用推進基本法 成立・公布

平成24年３月 地理空間情報活用推進基本計画の閣議決定
（平成20年4月の 前基本計画に引き続いた、平成28年度までの政府の基本的取組）

の貢献

地理空間情報の社会へのより深い浸透と定着
方針３

利用者

測量成果

防災情報 等

海域の情報

検索・入手等
窓口ワンストップ化

衛星画像

誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を使ったり高度な分析に基づく的確な情報を入手し行動できる

「地理空間情報高度活用社会（Ｇ空間社会）の実現」

電子国土基本図 標高データ整備 地殻変動の詳細把握
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東日本大震災
からの復興、災害に
強く持続可能な国土
づくりへの貢献

社会的ニーズに応じた持続的
な地理空間情報の整備と新た
な活用への対応

実用準天頂衛星シ
ステムの整備、利
活用及び海外展開

方針
１

方針
２

方針
４

電子国土基本図の整備

基本計画における基本的方針と国土地理院の取組

基盤地図情報の更新

主題図データ

復興基図の提供

標高データ整備

位置情報基盤の整備

地理識別子

や場所情報コ
ードの整備

電子基準点のマル
チGNSS対応

地理空間情報の社会へのより深い浸透と定着

多様な主体と連携して、基盤を整備し使いやすい環境を提供する

方針
３

測量用航空機の

機動的運用電子国土賞地理空間情報ライブラリ

災害時の確実な

地殻変動監視体制

主題図データ

の整備

活用事例の創出地方レベルの連携強化
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1．活用推進のための取組
行政機関向けには、行政事務効率化に有効なツール等の提供、また、具体的な課題に対
する電子国土基本図等を活用したソリューションの提案。協力関係の構築。
民間事業者向けには、電子国土基本図の全国ベクタデータの提供、
小縮尺地図情報の多様な形式での刊行

2．更新のための取組
都市計画基図及び空中写真を活用して「面的更新」
行政面・防災面で利用ニーズの高い道路を、地方整備局等及び道路整備・管理者と連携

「フレッシュマップ2012」地理空間情報の整備・活用推進の行動計画

平成24年11月に国土地理院が策定
電子国土基本図の整備・更新及び行政機関等での活用促進に関する、国土地理院の目標と行動
内容を明確化

地理院マップシート、地理院地図 ・・・

協力協定

して、優先的に「迅速更新」

3．地域における取組
地方測量部・支所が主体となって、地方の国の機関・地方公共団体と連携

6

公共施設整備・管理者
国土地理院

［電子国土基本図更新］

地図情報の提供
サービスの提供
利用ツールの提供

施設の整備・管理
に関する情報の提供

地図会社等
［ビジネスで利用］

公的機関
［内部業務で利用］

［公的サービスで利用］
国民

国民

電子国土基本図の利用と更新のための連携協力

電子国土基本図の鮮度
維持の必要性を理解
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地理空間情報の相互活用

地方公共団体と国土地理院がお互いに保有する地理空間情報の相互活用を行い、連携・協力を強化

国・地方公共団体との協力関係の構築

都市計画図

公共施設の新設・移転情報

道路等関係図面

都道府県等

空中写真空中写真

数値地図数値地図

国土地理院

相互
活用

地図の迅速な更新

「行政サービスの
高度化」・「行政
コストの削減」

メリット

メリット

地理空間情報の活用促進のための協力協定

技術的な支援

地理空間情報の相互活用の推進に役立つ技術等
の活用について、相互に支援します。

災害対応の協力

災害対応及び防災訓練等において相互に情報の共
有を図り、迅速かつ効果的な防災・減災の推進に向け
て協力します。

「体制整備（防災訓練等）による災害対応の迅速化」

災害に備え訓練を実施

情報発信の技術的支援

マップシート支援ツールの提供
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空中写真等
の円滑な提供



「地理院地図」は、インターネットを通じて地図等を閲覧できるウェブ地図サービスで、地図を拡大縮小す
る機能、作図機能や重ね合わせ情報の表示機能を搭載しています。
また、被災状況に関する情報を緊急的に発信する等、情報共有の基盤としての利用もされています。
これまで「電子国土Web. NEXT」として試験公開していたものを「地理院地図」として平成25年10月30日
に正式公開しました。

地理院地図 概要、機能
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地図、空中写真が選べます



点、線、面、円が作図できる。

属性入力画面に情報を登録す
れば吹き出し表示も可能。

作図した情報はKMLファイルとし

て出力できるため、他のソフトウ
エア等でも利用可能。

○作図

地理院地図 機能

エア等でも利用可能。
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ポイントを追加する

ラインを追加する

ポリゴンを追加する
円を追加する

図形を計測する

全ての図形を削除する

選択した図形を削除する
作図をやり直す

作図を取り消すオブジェクトを編集する



「メールやチャット用リンク」「ウェブサイトに埋め込み」
「名前をつけて保存」の三種類から目的に応じて選択。

○情報を共有

地理院地図 機能

「メールやチャット用リンク」
画面に表示されているものと同じ状
態（地図の表示範囲、縮尺、作図情
報など）を再現できるURLを発行。こ
のURLにアクセスすれば、誰もが同
じ状態の地図を見ることができる。

「ウェブサイトに埋め込み」

iframeコードを発行。ウェブサイトに
地図を埋め込み表示できる。

「名前をつけて保存」
HTMLファイルを発行。そのまま
ウェブサイトとしても利用可能。 10



手持ちのKMLファイルを表示。

地図上で位置等の編集を行っ
た場合は、新たなKMLファイル
として保存可能。

○重ね合わせ情報読み込み

入力した情報を元に検索。自動

○地名等検索

地理院地図 機能

入力した情報を元に検索。自動
的に地図も移動する。

せて見やすく表示。

スライドバーを動かすと、透過率が
調整できる。写真と地図を重ね合わ
せて見やすく表示。

○透過率調節
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地図上で右クリックした位置の緯
度経度、標高等を表示。

○右クリックによる情報表示



ベースとなる地図の他にも、都市圏活断層図、明治前期の低湿
地、土地条件図等の主題情報や、色別標高図、電子基準点等の
点情報も利用可能。

災害時には、被災地の空中写真等を緊急的に公開している。

都市圏活断層図 色別標高図 伊豆大島の空中写真

地理院地図 利用できるコンテンツ

土地条件図 電子基準点 12



・帳票の住所情報を緯度経度に変換し、簡単に地図表示することができます。
・普段使用しているソフト（Microsoft(R) Excel）で情報が集約できます。

地理院マップシート

手持ちの一覧表から必要な帳票情
報をExcelツールに貼り付けます。

地理院地図に読み込み
簡単に地図上に表示
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